
第１期中期目標期間終了時の積立金の第２期中期目標期間への繰越承認について（案）

○ 中期目標期間終了時において積立金があるときは、設置団体の長の承認を受けて次の中期目標期間に係る中期計画に定めるところにより、次の中期目標期間

の業務の財源に充てることができる（法第４０条第４項）

○ 設置団体の長は、法第４０条第４項の承認に当たっては、あらかじめ評価委員会の意見を聴かなければならない（法第４０条第５項）

○ 地方独立行政法人は法第４０条第４項の承認を受けた額を除く残額は、設置団体に納付しなければならない（法第４０条第６項）

１ 制度の概要

２ 繰越承認の考え方

第１期中期目標期間終了時の積立金のうち、次について第２期中期目標期間への繰越を認める。

① 第１期中期目標期間において経営努力分として承認された目的積立金の残額

② 平成２６年度財務諸表の当期末処分利益のうち、経営努力と認められる額（目的積立金相当額）

③ 第１期中期目標期間終了時積立金のうち、現金の裏付けのない額

④ 会計基準第８１条により、中期目標期間の最後の事業年度の期末における運営費交付金債務が、全額収益に振り替えられた額

３ 繰越承認案

資料１－２

（単位：百万円）
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経営努力分
1,493百万円

上記以外
18４百万円

現金の裏付けのない額
10百万円

1,688

現金１８４

非現金６

非現金４

現金５７

現金１２７

②

①

③
④

現金 57

57百万円 非現金 0

第２期への繰越承認額 現金 1,621

1,631百万円 非現金 10

道への納付（返納）額

現金９６２

現金５３１

H２５積立金 0 0

合計 0 4

H２３積立金 0 0

H２４積立金 0 0

H２２～H２５積立金の残額
4百万円

現金 非現金

H２２積立金 0 4

取崩合計 1,317

残額 962

 
 
 
 
 

未
処
分
利
益

H２６目的積立金相当額
（経営努力分）

531百万円

H２６積立金相当額
190百万円

（現金184,非現金6）

H２４目的積立金 410

H２５目的積立金 480

合計 2,279

現金
H２２目的積立金 893

H２３目的積立金 496

H２２～H２５目的積立金の残額
962百万円
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百万円


